


















































































































































めぐる議論を手掛かりとして―｣（一）産大法学 第24巻 第３・４号 （1991）59頁お
よび（二・完）産大法学25巻第１号（1991）１頁、熊田裕之 ｢ドイツ法における契

































































































（14）　MünchKomm-Günter Roth, 5. Aufl. 2007, Rn.14f f. zu§241.; MünchKomm-Gregor 
Bachmann, 7. Aufl. 2016, Rn.26f f. zu§241.; PalandtKomm-Christian Grüneberg, 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































務は、KG Berlin, 1910年１月11日判決（DJZ 1910, 1412.）を、アフターサービス義
務は、AG München, 1970年５月６日判決（NJW 1970, 1852f.）を参考にしていると
思われる。
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う、北川博士、林博士および前田教授は、債務関係を債務者に存するあら
ゆる義務の存立根拠として統一的に捉えていると考えられる。その結果、
給付義務の履行後であっても、債権者の各種の利益を保護するために各種
の義務が認められ、これらの義務はどのような利益に資するのかという点
に着目して従たる給付義務および付随義務と保護義務とに分類しているの
で（122）、これらの義務が契約余後効で問題となる義務に含まれると解して
いると考えられる。
契約余後効で問題となる義務に従たる給付義務および付随義務を含めな
いという、奥田教授は、債務関係について給付義務を根拠付ける「契約関
係・債権債務関係（給付義務関係）」と保護義務を根拠付ける「保護関係」
とに分けて論じている。その結果、付随義務とは給付結果ないし給付利益
に向けられた給付義務に付随している義務としていることから、有効な給
付義務の履行によって給付義務とともに付随義務もまた消滅しているた
め、その時点では保護義務のみが問題となると解していると考えられる。
このように、債務関係および義務構造論から契約余後効が論じられるこ
とで、履行過程における義務との相違について方向性を呈示している。す
なわち、履行過程と異なり、給付義務の履行後においては債権者が獲得ま
たは有している利益の維持・保護を目的とした義務が存在すると解されて
いる。また、完全性利益の保護を目的とする義務については履行過程にお
ける義務と相違がないと解しているように思われる。しかし、給付結果実
現後において債権者の利益は完全性利益を吸収した契約利益に統一化され
ているという林博士の見解は、主たる給付義務の履行後における義務構造
につき保護法益を基準とするのでは不十分であると志向しているものと考
えられる。さらに、義務構造論による分析によって、義務違反時の効果も
（122）　なお、林博士は、給付結果実現後において債権者の利益は完全性利益を吸収し
た契約利益に統一化されていることから、保護法益ではいわゆる「付随義務」と「保
護義務」とを区別することはできないが、財の移転の有無を判断基準として分類し
ている。
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また抽象的にではあるが論じられている。
そして、完全性利益の保護に向けられた保護義務という観点から、契約
余後効における責任性質について、契約責任と不法行為責任との競合とい
う新たな問題を生じさせている。
この時期は、日本において契約余後効論が定着し、債務関係および義務
構造論から新たな分析が加えられた時期である。契約余後効がこれらの視
点から分析され、その多様性が論じられているものの、日本における裁判
例が少ないためか具体的な検討が行われることは少ない時期である。
（本学法学部講師）
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